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日本科学史学会第63回年会・シンポジウム「チェルノブイリ30年ーー原発事故後
の放射線健康影響問題の歴史と現在」（2016.05.29）

チェルノブイリ汚染地域住民に対する
エートス・プロジェクトの問題点

柿原 泰（東京海洋大学）



エートス・プロジェクト（ETHOS project）とは ①

• チェルノブイリ原発事故後の1996～2001年

ベラルーシの放射能汚染地域の住民に対して

フランスの研究チームがアプローチして

地域住民が主体的に生活全般の回復に向けて取り組むこと

それを支援する
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本報告の問題意識 ①

• 福島原発事故後、チェルノブイリの経験の参照のされ方

2011年秋～ 「福島のエートス」（安東 2012）
2011年11月～ ICRPダイアログセミナー（福島原発事故による長期影

響地域の生活回復のためのダイアログセミナー）
2011年11月 内閣府低線量WG 第5回会合にジャック・ロ

シャール

2012年 子ども被災者支援法
2014年2月 帰還に向けた放射線リスクコミュニケーションに

関する施策パッケージ
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本報告の問題意識 ②

• 不安こそ問題 → 不安をなくすためのリスク・コミュニ

ケーション

← リスコミではなくスリコミ（今中）

• 住民主体のコミュニケーション（対話）

測って、話し合う（福島のエートス）

• エンパワーメントといえるか？ （ Topçu 2013 ）
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関連報道の例

• 『朝日新聞』2014.03.21 ジャック・ロシャール
2016.02.11 福島のエートス

• 『東京新聞』2014.01.01 「草の根で安心神話 海外からも伝道

師」
朝日新聞デジタル2016.04.28 ロシャール、チェルトコフへ
のインタビュー（田井中雅人、藍原寛子）

Yahoo!Japanニュース2016.05.20 ヘラルドへのインタ
ビュー（まさのあつこ）

• コリン・コバヤシ（2013）、チェルトコフ（2015）著書
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エートス・プロジェクトとは ②

• 文献 Health Physics（Hériard Dubreuil, Lochard, et al. 1999）
（ Lochard 2007）など

『保健物理』（安東 2012）

• EC（欧州委員会）のサポート

フランス：CEPN，INAPG，UTC，Mutadis

ベラルーシ：緊急事態省、地方自治体、研究所や大学

フェーズ1：1996～1999年
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ETHOSプロジェクト実施場所
ベラルーシのストリン地区
（Lepicard and Hériard Dubreuil 2001）
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エートス・プロジェクトとは ③

フェーズ1：1996～1999年

• 実施場所の選定 ブレスト州ストリン地区オルマニー村

人口1300人、ウクライナ国境近く、チェルノブイリから西へ
250km 

自主避難ゾーン（1-5mSv/y、185-555kBq/m2）

• 住民の関心事・懸念を聞き取り、議論し、6のWG
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エートス・プロジェクトとは ④

6つのWG

• 若い母親G：子どもの防護

• 牛乳生産者G：汚染されていない牛乳の生産

• 食肉生産者G：市場の復興

• 教師G：学校での実用的放射線防護文化の展開・普及

• 廃棄物G：汚染された灰の管理

• 10代子ども若者G：村の生活のビデオ撮影
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エートス・プロジェクトとは ⑤

フェーズ2：1999～2001年

ストリン地区の他の村にも拡張

エートス・アプローチ普及の手段や条件を研究目的に

EC以外にもフランス、スイスなどのサポートも

地元の専門家の訓練・支援

線量低減

健康問題、医療には直接的には携わらない
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エートス・プロジェクト その後

エートス・プロジェクトが

長期放射能汚染地域の復旧・復興戦略における転換点となった
（Lochard）

UNDP報告 肯定的に評価

国際機関からのサポート（EC、UNDP、世界銀行など）

2003年 国際的なCOREプログラム

2005年 Sage計画 ヨーロッパでの放射線防護文化の発展戦略

cf. ICRP2007年勧告 → ICRP Publ. 111（ロシャール）
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放射線防護文化とは

自分で放射能を測定し、

自分で判断する態度を根付かせる

現地住民の主体的な参加

自己責任による放射能管理

（汚染地域に住み続けるか、避難・移住するか）
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問題点 ①

1991年チェルノブイリ法

国家の責任 保障・補償
避難・移住の権利

日本（福島）の場合は？
避難／帰還の基準

← 放射線のある生活を受容する、不条理な現実を肯定的に捉え
直す（安東 2012）

← 事態をもたらした根本原因を問わない、変革に向かわない
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問題点 ②

責任の問題

エートス・チーム：フランスの原子力利益共同体

日本（福島）の場合は？
専門家： ICRPの日本人委員、国際的な（ロシャールら）

対話：専門家に正確な客観的事実を提示してもらう

← その専門家とは誰か？ 客観的？
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チェルノブイリの「エンパワーメント」？ ①

（Topçu 2013）

• 1) 長期にわたる放射能汚染という状況において、人々の「エ
ンパワーメント」とは、新たな統治の手法

ネオリベラルな統治性：自己統治――自身の生活を管理でき
ている感覚、自由――あらかじめ方向づけられた状況において、
与えられている自由

• 2) エートス・チームによる「エンパワーメント」

逆説的に、住民が見捨てられる（自助、自己責任）

責任を国家・政府から住民へ転嫁することに
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チェルノブイリの「エンパワーメント」？ ②

• 3) 「エンパワーメント」の帰結は、汚染地に住み続ける人々
を長期的には見捨てることを意味するのではないか

重大な倫理的問題

• 4) 「エンパワーメント」、市民参加は、民主化、政治的決定
に結びつくか？ 必ずしも向かわない
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